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結核研究所副所長

　加藤 誠也

結核活動性分類の改正

活動性分類とは

結核の活動性分類は感染症法53条の12に基づく保健

所における患者登録，患者管理，定期報告などの基本

分類として用いられてきた。これまでも治療の進歩に

伴う管理方法の変化，世界の分類の方法との整合性な

どに対応するために改正を繰り返してきた。今回は以

下に示すように届出基準に潜在性結核感染症が加えら

れたこと及び治療方法の進歩及び保健所における結核

回復者の経過観察を実施する環境の変化等を踏まえて，

公衆衛生審議会感染症分科会結核部会で審議された結

果を受けて，平成22年1月28日改正が公示され，即日

実施となり，これに伴う通知が発せられた1)。

潜在性結核感染症

平成19年の届出基準改正2)によって新たな疾患概念

である潜在性結核感染症が加わった。症状や胸部X線

所見や菌検査所見など臨床所見の異常がなくても，結

核菌に感染していること自体が潜在的な疾患であると

いう考え方で，従来の初感染結核に加えて，過去の感

染であっても免疫抑制剤の使用のために発病リスクが

高くなると考えられる者に対してINHによる治療を行

う場合も含まれる。

　潜在性結核感染症治療は上述のように症状も臨床所

見もなく，脱落が多いことが知られていることから，

服薬支援の対象にすることが望ましい。また，治療を

行っても発病がある。従来の初感染結核は29才以下を

対象に主にツベルクリン反応による感染診断であった

ために，過剰診断をしていた可能性があるが，近年広

く使われるようになったQFTは特異性が高く，疑陽

性はほとんどないと考えられるため，治療対象者から

の発病はより目立つようになるものと推定される。

従って，治療終了後の必要に応じて発病の有無を

チェックするための経過観察と，発病を疑わせる症状

がある場合には受診することを指導する必要がより重

要になるものと考えられる。

治療終了後の経過観察

　従来，保健所では感染症法施行規則第27条の7に

よって「結核回復者」は治療終了後3年以内その他結

核の再発のおそれが著しいと認められるものと規定さ

れているため，その期間の経過観察が必要であった。

2008年に結核療法研究協議会が行った再発に関する

研究3)では2005年に治療を開始したイソニアジド，リ

ファンピシン感受性症例839例のうち3% (27/839) に再

発が認められ，その89% (24/27)が1年以内の再排菌で

あった。また，再発症例に関する文献的な検討結果を

勘案してみると，年数を経てからの再発も少なくない

が，何年も経ているということは母数が多すぎ，すべ

て追跡するということは現実的ではないと考えられた。

潜在性感染症治療終了後の発病については，「1年

以内が多いが，以降の発病の危険はほぼ同じであ

る。」との観察があり，結核症として発病した患者と

同様の経過観察が必要と考えられた4)。

　これらのことから，今後は登録削除までの期間を2

年とすることとされた。これに伴って感染症法施行規

則第27条の7が改正された。

　また，再発のおそれが著しいと認められる者として，

再発のあった者，受療状況が不規則であった者，薬剤

耐性があった者，糖尿病・塵肺・人工透析患者，副腎

皮質ホルモン使用患者，その他免疫抑制要因を持った

者，その他保健所長が必要と認める者が通知に記載さ

れた。これらについては，必要な経過観察（削除ま

で）の期間を明確に示すデータはないが，通常よりも

長期の経過観察が望ましいと考えられる。

「活動性不明」の期間

　活動性分類では登録者（患者あるいは回復者）で病

状に関する診断結果が得られない者は「活動性不明」

に分類変更されるが，その期間が１年となっていた。

従って，治療終了後の患者が医療機関における管理か

ら脱落した場合であっても，１年を経過しなければ

「活動性不明」とならないため，その間対応が取られ

ない可能性があった。

　保健所は感染症法53条の13に基づく精密検診（管理

健診）を年1回実施するか医療機関への書面（定期病

状報告書）による照会で確認してきた。医療機関では

治療終了後の再発をチェックするための経過観察は少

この度，「第１３回秩父宮妃記念結核予防功労賞（国際協力功労賞）」を受賞される，結核予防会宮城県支部では，

これまで中国瀋陽市との間で交互に国際交流を目的とした会議を開催し，胸部疾患の諸問題の解決に取り組ん

でこられました。本年も10月に開催予定であり今回で第19回を数えます。下記にこれまでの経緯を掲載いたし

ます。

結核予防会宮城県支部と国際交流
○目　的

　この会議については，1991年（平成3年）11月より毎

年交互に中国瀋陽市と宮城県仙台市において相互に情

報を交換し，日中両国の結核を中心とした胸部疾患の

予防と診療の向上に役立たせるための医学交流とし

て，結核予防会宮城県支部と瀋陽市防癆協会及び瀋陽

市胸科医院を中心に「結核予防及び胸部疾病日中友好

交流会議」（以下「交流会議」という）を開催し，今日ま

でに多くの成果をあげてきた。

○交流経緯

　この交流会議は，1991年東北大学名誉教授新津泰孝

医師（財団法人結核予防会宮城県支部理事）が中国の北

京で胸部疾病の学会に出席した際，中国での旧友の曲

声華医師と偶然巡り合ったのがきっかけで学術交流の

発案があり，検討の結果実施することになり，1991年

に第１回目を開催し，今日まで脈々と続き，今年で第

18回目を迎える。

　1991年11月25日から12月5日まで，日中結核予防・

胸部疾患に関する医学友好交流のため，瀋陽市結核病

防治所関係の医師団（団長宋若男中国防癆協会瀋陽分

会理事長・瀋陽市衛生事業管理局副局長）始め4名の医

師を宮城県仙台市に招聘し，第1回交流会議を開催し

た。翌年中国側からの招聘を受け1992年（平成4年）5月

5日から5月14日の日程で第2回交流会議（団長新津泰孝

他4名）を瀋陽市で開催した。

　その後，毎年中国瀋陽市と仙台市の地で交互に交流

会議と胸部疾病関連病院，施設等を研修訪問し，両国

の結核病胸部疾病に関しての今日まで多くの講演発表

と討論を行ってきた。

　日本と中国双方の思いは，結核の学術交流を通じ

て，人々を結核から守る使命と，最高水準の治療を行

うべく手を携えて，今日まで多くの研究発表を重ねて

きた。最近では，新型肺炎SARSのような，未知の病気

についても意見交換をした。このことはＮＨＫ仙台放

送局でも大きく報道されている。

　仙台での研修はもとより，結核予防会本部・結核研

究所においても，当初から一貫して，世界の結核・日

本の結核事情について，これまで多くの中国の先生方

が講義を受け，帰国後はその研鑽されたことについ

て，日常業務にも生かし，第一線でご活躍されている。

　この交流の輪は，財団法人結核予防会宮城県支部

と，中国瀋陽市の衛生局，胸科医院，第十人民医院及

び遼寧省防癆協会，防冶所との交流に始まり，2003年

（平成15年）の第12回から，中国吉林省長春市感染症セ

ンター，結核医院，防癆協会が加わり，更に中国の結

核事情を知ることが出来るようになった。

　1993年（平成5年）に，結核予防会宮城県支部で瀋陽

市に寄贈したＸ線検診車は，8年間使用され，その状況

が報告された。もともと日本のように胸部の集団検診

方式等ないので，どんな使い方をするのか非常に興味

ある事業なので関心を持っていたが，その使用方法は

瀋陽市の大学生を中心に検診車を有効活用され，その

実績報告から，実働7年間で受診者数14万4,606人，発

見率は141.1 ／ 10万と驚くほどの数値であった。

　また，2000年（平成12年）瀋陽市で開催の第10回交流

会議では，中国側から世界銀行からの借款や日本政府

からの援助により，結核対策の成功とBCG接種事業の

成功が報告されており，これらの発表事例は瀋陽市胸

科医院の内部資料として発行された防癆通信に掲載さ

れ，多くの医療従事者に紹介された。

　我が国の結核は今後更に減少を辿り，結核予防会の

役割も，このような状況の変化に応じながら，事業の

転換を図らねばならない。一方，世界の結核問題は，

ますます深刻化している状況であり，貧富の差の拡

大，治安の悪化等で，結核は増加につながる可能性を

秘めており，グローバル化が急速に進む世界にあっ

て，日本だけ結核が減少すれば良い，というのは成り

立たない実状である。海外からの人の流入の増加によ

り，海外の結核問題を対岸の火事と眺めているわけに

はいかなく，結核が蔓延している国々からやってくる

状況も踏まえ，世界の結核問題と取り組み続ける大き

な視野が必要と感じざるを得ない。

　感染症は，今や中国抜きには語れない状況で，同じ

医療の立場から，更なる信頼関係を築き，感染症に国

境はなく共通の研究課題を持って取り組む意義は大き

いのではないか。

　国際交流事業は，産業界からの寄付金等により学術

の振興に大きな役割を果たしているが，当支部は，

シール運動による浄財の一部を充てさせて頂いて，今

日まで日中両国の医学交流事業を18回も続けることが

出来，中国遼寧省並びに吉林省の医療関係者の学術振

興に多大なる貢献をいたしたものと自負いたしてい

る。それゆえに，胸部疾病の専門領域での学術交流は，

中国はもとより日本の結核予防のあり方として，各県

支部の事業としても広める価値があると思っている。

（文責：編集部）
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 斜字下線

二年以内

潜在性結核感染症

ただし，肺結核と肺外結核を合併する者は，肺結

ただ

核に分類すること。

し，結核性胸膜炎，膿胸，肺門リンパ節結核及び粟粒

結核は，肺外結核に分類すること。

2年以

非結核性抗酸菌（非定型抗酸菌）

予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

感染症の

内

なくとも6ヶ月に1回以上行われる場合が多い。

　また，結核患者の減少に伴って， X線検査や結核菌

検査の業務を廃止し，管理検診を委託する保健所が増

えてきた。このため，医療機関で行われる場合が増え

ており，前述のように6ヶ月に１回程度行われる胸部

X線検査の中で年1回が管理検診として行われる例も

多くなってきた。

　このような状況を鑑みて，「活動性不明」に分類変

更を最近６月以内の病状に関する診断結果が得られな

い者と改正することになった。

　医療機関では経過観察の受診を行わない患者に対す

る働きかけは限られていることから，治療終了後の病

状が不明になるようなケースに対しては，保健所が家

庭訪問などによって必要な経過観察を積極的に確保す

ることが望まれる。

病状の把握について

今回の活動性分類の改正に伴って，病状の把握につ

いて結核感染症課長通知が発出されている5)。

　病状の把握は上述のように法律に基づく管理検診に

よって行われることとなっているが，回復者にとって，

管理検診を経過観察されている医療機関における胸部

X線検査とは別に保健所や委託医療機関で検査を受け

なければならないことは負担になる場合もあることか

ら，医療機関と保健所の連携によって，効率的に行わ

れることが望ましい。全国的にDOTSが広く普及され

たことにより保健所と医療機関の連携が強化されてい

る。このことも，経過観察を医療機関にしやすい環境

になったと考えられる。

 また，職場，学校等における健康診断等管理検診以

外の方法によって病状に関する診断結果を把握できる

場合にはこれらとの連携によって，重複して管理検診

を実施することがないように注意が求められている。

　上述の医療機関等へ病状に関する診断結果に関する

書類等の提出を求める場合には，その趣旨を説明して

協力が得られるようにするとともに，登録者（患者あ

るいは回復者）本人またはその保護者から同意書を取

るなどして協力を得ることが求められている。

 以上のようなことから，活動性分類は次のように改

正されることとなった。（改正点を　　　　で示す）

施行規則第27条の7

(結核回復者の範囲)

　法第五十三条の十二第一項に規定する厚生労働省令

で定める結核回復者は，結核医療を必要としないと認

められてから　　　　の者その他結核再発のおそれが

著しいと認められる者とする。

活動性分類

第１　分類の原則

　活動性分類は，結核登録票に登録されている者の管

理区分を示す分類であり，最新の医師の診断(肺結核

にあっては結核菌検査及び胸部エックス線検査に基づ

く診断，肺外結核にあっては臨床・理学的検査に基づ

く診断)による指示及びその診断の時期からの経過期

間に基づき次のいずれかに区分されること。

１．活動性

　　結核の治療を要する者

２．不活動性

　　治療を要しないが経過観察を要する者

３．活動性不明

　　病状に関する診断結果が得られない者

第２　活動性分類の区分

　登録時の活動性分類は，第3に定める登録時の結核

症の主な罹患臓器，菌所見及び治療の既往を勘案し，

次のいずれかに区分すること。

１．肺結核活動性・喀痰塗抹陽性・初回治療

２．肺結核活動性・喀痰塗抹陽性・再治療

３．肺結核活動性・その他結核菌陽性

４．肺結核活動性・菌陰性・不明

５．肺外結核活動性

６．

第３　登録時の活動性分類

　第２に定める登録時の活動性分類は，次に定めると

ころによること。

１　結核症の主な罹患臓器

　結核菌が罹患した臓器により次のように分類するこ

と。

(1)　肺結核

　　肺又は気管支を主要罹患臓器とする結核症。

(2)　肺外結核

　　肺及び気管支以外の臓器を主要罹患臓器とする結

核症及び粟粒結核。

２　菌所見

　肺結核については，診断時の結核菌検査所見により

次のように分類すること。

(1)　喀痰塗抹陽性

　結核菌喀痰塗抹陽性の者

(2)　その他結核菌陽性

　喀痰塗抹以外の検体・検査法を用いた検査で結核菌

陽性の者(喀痰塗抹陰性で培養陽性の者，気管支内視鏡

検査で塗抹陽性の者，核酸診断検査で陽性の者等)

(3)　菌陰性・不明

　結核菌陰性の者及び検査を行わなかった者

３ 治療の既往

　既往の結核に対する化学療法の実施状況により次の

ように分類すること。

(1)　初回治療

　　(2)以外の者

(2)　再治療

　　結核に対する化学療法を過去に1月以上受け，か

つ，その治療終了後2月以上経過している者

第４　区分の変更等

　分類の変更等については，次の基準によること。

１　不活動性

　治療を終了した者は，不活動性に分類を変更するこ

と。

２　活動性不明

　最近６月以内の病状に関する診断結果が得られない

者は，活動性不明に分類を変更すること。

３　菌所見

　治療開始後6月以内に第3の2の(2)に定めるその他結

核菌陽性又は同2の(3)に定める菌陰性・不明の者でよ

り若い番号の所見が得られた場合には，これに変更す

ること。

第５　登録の削除

１ 結核登録票に登録されている者が次のいずれにも

該当しない場合は，職権により登録を取り消す(講学

上の撤回)こと。

(1)　結核患者

(2)　結核医療を必要としないと認められてから

の者

(3)　結核再発のおそれが著しいと認められる者

２ 結核再発のおそれが著しいと認められる者につい

ては，保健所長が経過観察を必要としないと判断した

場合に登録を取り消す（講学上の撤回）こと。

　「結核再発のおそれが著しいと認められる者」とは，

次に掲げる者をいう。

　(1) 再発のあった者

　(2) 受療状況が不規則であった者

　(3) 抗結核薬に耐性のあった者

　(4) 糖尿病・塵肺・人工透析患者，副腎皮質ホルモ

ン剤使用患者，その他の免疫抑制要因を持った者

　(5) その他保健所長が必要と認める者

３ 結核患者の診断に係る疾患の原因となっている病

原体等が その他の非

結核性のものであることが判明した場合は，

の適

用はなく，登録は無効であること。当初から1のいず

れにも該当しないことが事後に判明した場合も，同様

とすること。

【参考資料】

1)　厚生労働省健康局結核感染症課長通知．活動性分類

等について（健感発0128第1号）平成22年1月28日

2)　厚生労働省健康局結核感染症課長通知．感染症の予

防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第

12条第1項及び第14条第2項に基づく届出の基準等

の一部改正について（健感発第0607001号）平成19年

6月7日

3)　結核療法研究協議会内科会．ピラジナミドを含む標

準治療の再発率．結核2009; 84: 617-625

4)　第15回厚生科学審議会感染症分科会結核部会資料．

http://www.mhlw.go.jp/shingi/2009/10/dl/s1029-1

0d.pdf

5)　厚生労働省健康局結核感染症課長通知．結核登録票

に登録されている者の病状把握の適正な実施につ

いて（健感発0128第2号）平成22年1月28日
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 斜字下線

二年以内

潜在性結核感染症

ただし，肺結核と肺外結核を合併する者は，肺結

ただ

核に分類すること。

し，結核性胸膜炎，膿胸，肺門リンパ節結核及び粟粒

結核は，肺外結核に分類すること。

2年以

非結核性抗酸菌（非定型抗酸菌）

予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

感染症の

内

なくとも6ヶ月に1回以上行われる場合が多い。

　また，結核患者の減少に伴って， X線検査や結核菌

検査の業務を廃止し，管理検診を委託する保健所が増

えてきた。このため，医療機関で行われる場合が増え

ており，前述のように6ヶ月に１回程度行われる胸部

X線検査の中で年1回が管理検診として行われる例も

多くなってきた。

　このような状況を鑑みて，「活動性不明」に分類変

更を最近６月以内の病状に関する診断結果が得られな

い者と改正することになった。

　医療機関では経過観察の受診を行わない患者に対す

る働きかけは限られていることから，治療終了後の病

状が不明になるようなケースに対しては，保健所が家

庭訪問などによって必要な経過観察を積極的に確保す

ることが望まれる。

病状の把握について

今回の活動性分類の改正に伴って，病状の把握につ

いて結核感染症課長通知が発出されている5)。

　病状の把握は上述のように法律に基づく管理検診に

よって行われることとなっているが，回復者にとって，

管理検診を経過観察されている医療機関における胸部

X線検査とは別に保健所や委託医療機関で検査を受け

なければならないことは負担になる場合もあることか

ら，医療機関と保健所の連携によって，効率的に行わ

れることが望ましい。全国的にDOTSが広く普及され

たことにより保健所と医療機関の連携が強化されてい

る。このことも，経過観察を医療機関にしやすい環境

になったと考えられる。

 また，職場，学校等における健康診断等管理検診以

外の方法によって病状に関する診断結果を把握できる

場合にはこれらとの連携によって，重複して管理検診

を実施することがないように注意が求められている。

　上述の医療機関等へ病状に関する診断結果に関する

書類等の提出を求める場合には，その趣旨を説明して

協力が得られるようにするとともに，登録者（患者あ

るいは回復者）本人またはその保護者から同意書を取

るなどして協力を得ることが求められている。

 以上のようなことから，活動性分類は次のように改

正されることとなった。（改正点を　　　　で示す）

施行規則第27条の7

(結核回復者の範囲)

　法第五十三条の十二第一項に規定する厚生労働省令

で定める結核回復者は，結核医療を必要としないと認

められてから　　　　の者その他結核再発のおそれが

著しいと認められる者とする。

活動性分類

第１　分類の原則

　活動性分類は，結核登録票に登録されている者の管

理区分を示す分類であり，最新の医師の診断(肺結核

にあっては結核菌検査及び胸部エックス線検査に基づ

く診断，肺外結核にあっては臨床・理学的検査に基づ

く診断)による指示及びその診断の時期からの経過期

間に基づき次のいずれかに区分されること。

１．活動性

　　結核の治療を要する者

２．不活動性

　　治療を要しないが経過観察を要する者

３．活動性不明

　　病状に関する診断結果が得られない者

第２　活動性分類の区分

　登録時の活動性分類は，第3に定める登録時の結核

症の主な罹患臓器，菌所見及び治療の既往を勘案し，

次のいずれかに区分すること。

１．肺結核活動性・喀痰塗抹陽性・初回治療

２．肺結核活動性・喀痰塗抹陽性・再治療

３．肺結核活動性・その他結核菌陽性

４．肺結核活動性・菌陰性・不明

５．肺外結核活動性

６．

第３　登録時の活動性分類

　第２に定める登録時の活動性分類は，次に定めると

ころによること。

１　結核症の主な罹患臓器

　結核菌が罹患した臓器により次のように分類するこ

と。

(1)　肺結核

　　肺又は気管支を主要罹患臓器とする結核症。

(2)　肺外結核

　　肺及び気管支以外の臓器を主要罹患臓器とする結

核症及び粟粒結核。

２　菌所見

　肺結核については，診断時の結核菌検査所見により

次のように分類すること。

(1)　喀痰塗抹陽性

　結核菌喀痰塗抹陽性の者

(2)　その他結核菌陽性

　喀痰塗抹以外の検体・検査法を用いた検査で結核菌

陽性の者(喀痰塗抹陰性で培養陽性の者，気管支内視鏡

検査で塗抹陽性の者，核酸診断検査で陽性の者等)

(3)　菌陰性・不明

　結核菌陰性の者及び検査を行わなかった者

３ 治療の既往

　既往の結核に対する化学療法の実施状況により次の

ように分類すること。

(1)　初回治療

　　(2)以外の者

(2)　再治療

　　結核に対する化学療法を過去に1月以上受け，か

つ，その治療終了後2月以上経過している者

第４　区分の変更等

　分類の変更等については，次の基準によること。

１　不活動性

　治療を終了した者は，不活動性に分類を変更するこ

と。

２　活動性不明

　最近６月以内の病状に関する診断結果が得られない

者は，活動性不明に分類を変更すること。

３　菌所見

　治療開始後6月以内に第3の2の(2)に定めるその他結

核菌陽性又は同2の(3)に定める菌陰性・不明の者でよ

り若い番号の所見が得られた場合には，これに変更す

ること。

第５　登録の削除

１ 結核登録票に登録されている者が次のいずれにも

該当しない場合は，職権により登録を取り消す(講学

上の撤回)こと。

(1)　結核患者

(2)　結核医療を必要としないと認められてから

の者

(3)　結核再発のおそれが著しいと認められる者

２ 結核再発のおそれが著しいと認められる者につい

ては，保健所長が経過観察を必要としないと判断した

場合に登録を取り消す（講学上の撤回）こと。

　「結核再発のおそれが著しいと認められる者」とは，

次に掲げる者をいう。

　(1) 再発のあった者

　(2) 受療状況が不規則であった者

　(3) 抗結核薬に耐性のあった者

　(4) 糖尿病・塵肺・人工透析患者，副腎皮質ホルモ

ン剤使用患者，その他の免疫抑制要因を持った者

　(5) その他保健所長が必要と認める者

３ 結核患者の診断に係る疾患の原因となっている病

原体等が その他の非

結核性のものであることが判明した場合は，

の適

用はなく，登録は無効であること。当初から1のいず

れにも該当しないことが事後に判明した場合も，同様

とすること。
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